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【居宅介護支援、介護予防支援、小規模多機能型居宅介護 等】 

〇居宅療養管理指導との連携について 

 

１．なぜ、居宅療養管理指導の話？ 

このような基準を踏まえたうえで、 

ケアマネジャーの皆さん、情報提供を受けていますか？ 

※情報提供が必須なのは医師・歯科医師・薬剤師の居宅療養管理指導です。 

 

 

２．ケアマネジャー側の管理 

居宅療養管理指導は給付管理の対象ではない 

＝必ずしもケアプランに位置付ける必要はない 

→ケアマネジャー側で管理・把握が難しい？ 

 

必要なサービス全体（介護保険サービス以外を含む）をプランに含めるよう努める必要があ

ることから、把握している居宅療養管理指導はケアプランに記載してください。 

【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準】（運営基準） 

第六十四条（準用） 

 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者

等との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の終了に際しては、利用者又はその家

族に対して適切な指導を行うとともに、主治の医師及び居宅介護支援事業者に対する情

報の提供並びに保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めなければならない。 

【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準】（算定基準） 

５ 居宅療養管理指導 

イ 医師が行う場合 

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定居宅療養管理指導事業所

の医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、

介護支援専門員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を

得て行うものに限る。以下同じ。）並びに利用者又はその家族等に対する居宅サービス

を利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び助言を行った場合に、単一建

物居住者の人数に従い、１月に２回を限度として、所定単位数を算定する。（一部略） 
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３．情報提供の内容 

情報提供は、サービス担当者会議への参加により行うことが基本です。担当者会議を開く際

は、居宅療養管理指導事業所を是非呼んでください。 

ただし、参加が困難、担当者会議がないタイミングの場合は専用様式等の文書でも可能です。 

     ※薬剤師の情報提供すべき事項や様式は具体的に示されていません。 

 

なお、月に複数回 居宅療養管理指導を実施する場合でも、情報提供は毎回必要です。 

 

 

４．たとえば、こういうやり方も 

居宅療養管理指導事業所が、ケアマネジャーが誰かわからない、という場合も? 

 ・健康保険証と介護保険被保険者証はセットで持ち歩いてもらう 

 ・お薬手帳にケアマネジャーの名刺を挟む 

 ・「家にお医者さんが来る」「薬屋さんが来る」等の話があれば、一度同席する 

 

 

医療の専門家から貴重な情報を得られるチャンスです。 

積極的に情報提供を受け、ケアプラン作成に活用してください。 

 

＜情報提供すべき事項＞ 

・基本情報（医療機関名、住所、医師名、利用者名...） 

・利用者の病状、経過等 

・介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等 

・利用者の日常生活上の留意事項、社会生活面の課題と地域社会において必要な支援 

・人生の最終段階における医療・ケアに関する情報等（文書限定） 


